
 

（様式１） 

受付番号 

※記載不要 
 

経済産業省 あて 

 

 

令和５年度「低レベル放射性廃棄物の処分に関する技術開発事業（原子力発電所等金属廃棄物利用

技術確証試験）」申請書 

 

 

申
請
者 

企業・団体名  

代表者役職・氏名  

所在地  

連
絡
担
当
窓
口 

氏名（ふりがな）  

所属（部署名）  

役職  

電話番号 

（代表・直通） 
 

Ｅ－ｍａｉｌ  



（様式２） 

受付番号 

※記載不要 
 

 

令和５年度「低レベル放射性廃棄物の処分に関する技術開発事業（原子力発電所等金属廃棄物利用

技術確証試験）」 

企画提案書 

 

１．事業の実施方法 

＊募集要領の２．事業内容の項目ごとに、具体的な実施方法及び内容を記載してください。 

＊本事業の成果を高めるための具体的な提案を記載してください。 

 

 

 

２．実施スケジュール（１．の実施が月別に分かること） 

 

 

 

 

３．事業実績 

類似事業の実績 

・事業名、事業概要、実施年度、発注者等（自主事業の場合はその旨） 

 

４．実施体制 

＊各業務従事者の氏名、所属、役職、業務経験、その他略歴（学歴、職歴、研修実績その他経歴、

専門的知識その他の知見、母語及び外国語能力、国籍等のいずれかから原課で任意に設定） 

＊再委託を行う場合は、再委託先の名称、業務内容及び業務範囲を明記すること（事業全体

の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理について、再委託をすることはできない）。 

＊事業費総額に対する再委託費の割合が５０％を超える場合は、相当な理由がわかる内容（別

添２「再委託費率が５０％を超える理由書」を作成し提出すること）。 

※グループ企業(委託事業事務処理マニュアル３ページに記載のグループ企業をいう。)との

取引であることのみを選定理由とする再委託（再々委託及びそれ以下の委託を含む）は認め

ない。 

５．情報管理体制 

＊情報管理に対する社内規則等（社内規則がない場合は代わりとなるもの。） 

＊その他原課において必要と判断する書類等 

 

＊受託者の情報管理体制がわかる「情報管理体制図」、情報を取扱う者の氏名、住所、生年月

日、所属部署、役職等がわかる「情報取扱者名簿」を契約時に提出することを確約すること。

（別添様式にて提示） 

 

 

 

 



６．ワーク・ライフ・バランス等推進企業に関する認定等の状況 

＊女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業。労働時間

等の働き方に係る基準は満たすことが必要。）、次世代育成支援対策推進法に基づく認定（く

るみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）又は青少年の雇用の促進等に関する法律に基

づく認定（ユースエール認定企業）の状況 

＊女性活躍推進法第８条に基づく一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限

る。）の策定状況（常時雇用する労働者の数が 100人以下のものに限る。） 

７．事業費総額（千円）※記載している費目は例示。募集要領９．（１）経費の区分に応じて

必要経費を記載すること。 

Ⅰ 人件費  

Ⅱ 事業費 

①旅費               

②会場費              

③謝金           

④補助職員人件費  

Ⅲ 再委託・外注費 

Ⅳ 一般管理費 

小計 

Ⅳ 消費税及び地方消費税  

総額               千円（※総額は委託予定額の上限内に収めて下さい。） 

 

 

 

 

 



（様式３） 

受付番号 

※記載不要 
 

経済産業省 あて 

 

 

令和５年度「低レベル放射性廃棄物の処分に関する技術開発事業（原子力発電所等金属廃棄物利用

技術確証試験）」 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全保障貿易管理への対応状況 

下記の整備済・整備中・必要なしのいずれかに「○」を記載。  

整備済   

整備中 

整備完了時期を記載      年    月  

今後の予定を記載 

 

 

 

 

必要なし 

その理由を記載 

 

 

 

 

 

 



（様式４） 

受付番号 

※記載不要 
 

 

２０２３年○月○日 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 

放射性廃棄物対策課 殿 

 

 

 

 

 

 

安全保障貿易管理の体制を整備することの誓約書 

 

 

令和５年度「低レベル放射性廃棄物の処分に関する技術開発事業（原子力発電所等金属廃

棄物利用技術確証試験）」の採択にあたり、下記事項について誓約します。 

 

 

記 

 

 

本事業を通じて取得した貨物及び技術について外国為替及び外国貿易法第５５条の１０第

１項に規定する「輸出等」を行う、又は本事業終了のいずれか早い方までに、同項に規定

する「輸出者等遵守基準」を遵守できる体制を整備すること。 

 

氏名又は名称 会社名 

及び代表者名 代表取締役 ㊞ 



（様式５） 

受付番号 

※記載不要 
 

 

２０２３年○月○日 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 

放射性廃棄物対策課 殿 

 

 

 

 

他の競争的研究費その他の研究費の応募・受入状況について 

 

令和５年度「低レベル放射性廃棄物の処分に関する技術開発事業（原子力発電所等金属廃棄物利

用技術確証試験）」の採択にあたり、以下に示す研究費や所属機関・役職に関する情報に加えて、寄

附金等や資金以外の施設・設備等の支援を含む、自身が関与する全ての研究活動に係る透明性確保

のために必要な情報について、関係規程等に基づきに適切に所属機関に報告していること、誓約い

たします。 

 

●研究費 

相手機関名 

（国名） 

制度名/研究課題

名 

受給/契約 

状況 

研究 

期間 

予算額（受入研

究費額） 

ｴﾌｫｰﾄ 

(％) 

○○財団 

（日本） 
××事業/△△の

開発 
申請 

2021.4 

－ 

2025.3 

000,000千円 10 

××株式会社 

（アメリカ合衆国） 
■■の要素技術開

発 
契約中 

2018.4 

－ 

2023.3 

000,000千円 

 
20 

― ― ― ― ― 15 

 

●所属機関・役職（兼業や、外国の人材登用プログラムへの参加、雇用契約のない名誉教授等を含

む。） 

所属機関名 役職 

○×研究所 主任研究員 

○○大学 名誉教授 

××株式会社 顧問 

 

所属機関 機関名 

研究代表者・研究分担者等 氏名 ㊞ 


